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◆職員給与費（普通会計予算）令和４年度

職員数
A

給　　　与　　　費 1 人当た
り給与費
（B/A）給　料 職員手当 期末・

勤勉手当 計 B

453 人 　　　千円
1,664,037

　　千円
344,074

 　千円     
655,814

 　千円      
2,663,925

千円          
5,881

※再任用職員を含みます。

◆平均給与月額および平均年齢（令和 3 年 4 月 1 日現在）

一　般　行　政　職
平均給料月額 平均給与月額 平均年齢

316,311 円 378,098 円 41.0 歳
技　能　労　務　職

平均給料月額 平均給与月額 平均年齢
315,563 円 343,568 円 53.3 歳

※平均給与月額は、給料、扶養手当、通勤手当、住居手当、　
管理職手当、時間外手当、地域手当、特殊勤務手当、宿　
日直手当の合計を職員数で除した額です。

◆職員手当の状況　令和３年度
区分 真 岡 市 国

期
末
手
当
・
勤
勉
手
当

（令和 3 年度支給割合）　
◎特定幹部職員（7 級・8 級職員）

（令和 3 年度支給割合）
◎特定幹部職員（本府省課長等）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当
 6 月期 1.075 月分 1.15 月分 6 月期 1.075 月分 1.15 月分
12 月期 0.925 月分 1.15 月分 12 月期 1.075 月分 1.15 月分

◎特定幹部職員以外の職員 ◎特定幹部職員以外の職員
期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

6 月期 1.275 月分 0.95 月分 6 月期 1.275 月分 0.95 月分
12 月期 1.125 月分 0.95 月分 12 月期 1.275 月分 0.95 月分

役職別加算措置あり（5 ～ 15％） 役職別・管理職別加算措置あり

退
職
手
当

（令和 4 年 3 月 31 日現在支給率） （令和 4 年 3 月 31 日現在支給率）
自己都合 定年・応募認定 自己都合 定年・応募認定

勤続 20 年 19.6695 月分 24.586875月分 勤続 20 年 19.6695 月分 24.586875 月分
勤続 25 年 28.0395 月分 33.27075 月分 勤続 25 年 28.0395 月分 33.27075 月分
勤続 35 年 39.7575 月分 47.709 月分 勤続 35 年 39.7575 月分 47.709 月分
最高限度額 47.709 月分 47.709 月分 最高限度額 47.709 月分 47.709 月分

その他加算措置　定年前早期退職特例
措置（2％～ 45％加算）
1 人当たり平均支給額　18,298 千円

その他加算措置　定年前早期退職特例
措置（2％～ 45％加算）

※退職手当の1人当たり平均支給額は、令和3年度に退職した職員に支給された平均額です。

区分 支給対象者 支　給　額

扶
養
手
当

扶養親族と
し て 配 偶
者、子等を
有する者

・配偶者　  6,500 円
・扶養者　10,000 円
・満 15 歳に達する日以後
　の最初の 4 月 1 日から、 
  満 22 歳に達する日以後
　の最初の 3 月 31 日まで
　の間にある子 1 人につき
   5,000 円加算

住
居
手
当

借家、借間
居住者（世
帯主に限る）

・借家、借間居住者の
　家賃の額に応じ、最
　高 28,000 円まで

通
勤
手
当

交 通 機 関
等利用者、
ま た は 自
家 用 車 等
使用者

・交通機関利用者運賃等
　に応じ、最高55,000円
　まで
・自家用車等使用者通勤距
　離に応じ、月額 3,300 円
　から 31,600 円

◆人件費（普通会計決算）令和３年度
住民基本台帳人口

（令和 3 年 1 月 1 日） 歳出額 A 実質収支 人件費 B 人件費率
（B/A）

79,871 人 　　    千円
35,031,479

        千円
3,620,670

   千円
4,314,079 12.3%

※人件費には、特別職に支給される給料、報酬等を含みます。

◆職員の経験年数別・学歴別平均給料月額  （令和 3 年 4 月 1 日現在）

区　　分 経験年数 10 年 経験年数 20 年 経験年数 25 年 経験年数 30 年

一般行政職 大学卒 264,167 円 365,500 円 378,500 円 416,000 円
高校卒 － － －  388,838 円  

技能労務職 高校卒 －  －  298,067 円        － 
※表中の ｢－｣ は該当する職員がいない階層です。

◆職員の初任給の状況　　　     （令和 3 年 4 月 1 日現在）

区　　分 真岡市 栃木県 国

一般行政職 大学卒 182,200 円 188,700 円 182,200 円
高校卒 150,600 円 154,900 円 150,600 円

技能労務職 高校卒 143,800 円 152,700 円 ー

時
間
外
勤
務
手
当

令和
3

年度

支給総額 107,747 千円
職員１人当たりの
支給年額 261 千円

令和
2

年度

支給総額 119,706 千円
職員１人当たりの
支給年額 288 千円

特
殊
勤
務
手
当

職員全体に占める支給職員の割合 0.6%
支給対象職員 1 人当たりの
平均支給年額 1,500 円

手当の種類 ( 手当の数 ) 4 種類

代表的な手当の名称 感染症予防作業手当、行路死病人収容作業手当、災害復旧
作業手当、犬・猫死体処理作業手当

　この公表は、条例に基づき人事行政運営の状況を市民の皆さまにお知らせすること
によって、その公平性・透明性を高めることを目的としています。なお、広報紙への
掲載分は抜粋したものです。すべての項目については、市ホームページまたは市役所
本庁舎北側入口付近の掲示場で確認ください。

◆職員の勤務時間（標準的なもの）
1 週間の勤務時間 開始時刻 終了時刻 休憩時間

38 時間 45 分 午前 8 時 30 分 午後 5 時 15 分 正午から午後 1 時

◆年次有給休暇の取得状況　令和３年度
総付与日数 A 総使用日時数 B 対象職員数 C 平均取得日時数 B/C 取得率 B/A

16,989 日 5,261 日 3 時間 445 人 11.8 日 31.0%

◆時間外勤務の状況　令和３年度

時間外勤務総時間数 職員 1 人当たりの
時間外勤務総時間数

43,956 時間 106 時間

◆部門別職員数の状況と主な増減理由

区　分 職　員　数 対前年
増減数 主　な　増　減　要　因令和 3 年度 令和 4 年度

一般行政部門

議　　会 6 6 -
総　　務 119 123 4 デジタル戦略課の新設
税　　務 29 29 -
民　　生 70 74 4 社会福祉士の採用、退職者不補充分への補充
衛　　生 36 35 △ 1 欠員分の不補充
労　　働 - - -
農林水産 24 25 1 再任用職員分を正規職員で補充
商　　工 13 13 -
土　　木 47 47 -
小　　計 344 352 8 （参考）人口 10,000 人当たり職員数　44.4 人

特別行政部門 教　　育 87 85 △ 2 デジタル戦略課新設による業務移管
小　　計 87 85 △ 2

普通会計　　　計普通会計　　　計 431 437 6 （参考）人口 10,000 人当たり職員数　55.1 人

公営企業等会計部門

水　道 12 12 -
下水道 16 16 -
その他 24 24 -
小　計 52 52 -

合　　　計合　　　計 483 489 6 （参考）人口 10,000 人当たり職員数　61.7 人
※職員数は一般職に属する職員数で、地方公務員の身分を保有する休職者、派遣職員などを含み、臨時、非常勤職員を除く。

◆特別職の報酬等の状況　令和３年度
区　　　分 給　料　月　額　等

給料 市長・副市長・教育長 1,015,000 円・805,000 円・670,000 円

報酬 議長・副議長・議員 530,000 円・435,000 円・405,000 円

期
末
手
当

市長・副市長・教育長 （令和 3 年度支給割合）6 月期 1.675 月分　12 月期 1.575 月分　計 3.25 月分

議長・副議長・議員 （令和 3 年度支給割合）6 月期 1.675 月分　12 月期 1.575 月分　計 3.25 月分

◆第 7 次定員適正化計画の数値目標
期　日 職員数 前年との 

比較

令和 2 年 4 月 1 日 487

令和 3 年 4 月 1 日 482 △ 5　

令和 4 年 4 月 1 日 485 3　

令和 5 年 4 月 1 日 485 0　

令和 6 年 4 月 1 日 486 1　

令和 7 年 4 月 1 日 487 1　

計 0　

◆一般行政職の級別職員数の状況　　（令和 3 年 4 月 1 日現在）

区　　　分 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 7 級 8 級 計

標準的職務 主事・技師
主事補・技師補

主　事
技　師 主　査 副主幹 係　長 課長補佐 課　長 部　長

職　員　数 29 人 65 人 76 人 58 人 63 人 23 人 31 人 9 人 354 人
構　成　比 8.2% 18.4% 21.5% 16.4% 17.7% 6.5% 8.8% 2.5% 100.0%

問 総務課人事研修係　℡ 83-8099

人事行政運営等の状況を公表します

◆早期退職希望者の認定結果　令和３年度
認定を受けた応募者の数

1 人
※第 7 次定員適正化計画の計画期間は、令和 3 年度から令和 7 年度の 5 年間です。

◆第 7 次定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）
区　分 令和

3 年度
令和

4 年度
令和 7 年度

数値目標 ( 参考 )

一般行政

減　員 7 4
増　員 4 12
差　引 △ 3 8
職員数 344 352

特別行政

減　員 3 4
増　員 0 2
差　引 △ 3 △ 2
職員数 87 85

公営企業等
会計

減　員 0 0
増　員 2 0
差　引 2 0
職員数 52 52

計

減　員 10 8
増　員 6 14
差　引 △ 4 6
職員数 483 489 487

詳細はこちら

令和３年度


